
入善町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年入善町条例第１号）第６条の規定に基づき、

入善町人事行政の運営等の状況について、次のとおり公表します。

なお、一部の項目については、平成25年４月１日現在の状況等を公表します。

1. 職員の任免及び職員数に関する状況

(1)部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年4月1日現在）

（単位：人）

区 分

部 門

 議 会

 総 務 退職者の欠員不補充

 税 務

 民 生 保育士の欠員不補充

 衛 生

 労 働

 農林水産

 商 工

 土 木 技師の補充

教育部門 司書の補充、業務の見直しによる増

消防部門 消防事務の広域化による減

1 職員数は国の定員管理調査のうち部門別に計上された人数です。
2 〔　〕内は、条例定数の合計です。なお、平成25年4月1日に条例定数290人を264人に改正しています。

(2)年齢別職員構成の状況（平成25年4月1日現在）

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

89.68人
72.13人

〈参考〉
　人口１万人当たり職員数
（類似団体の人口１万人当たり職員）

55歳

～
60歳

〈参考〉
　人口１万人当たり職員数
（類似団体の人口１万人当たり職員）

71.29人
57.77人
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計
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〔264〕

236

28歳

主な増減理由
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平成24年度入善町人事行政の運営等の状況
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（注）

20歳

11

20歳

20

区 分

97.19人〔△26〕
〈参考〉
　人口１万人当たり職員数

△ 23

52歳48歳44歳40歳

9下 水 道 9
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～～

1513

35歳 43歳31歳

～

39歳

～ ～
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(3)職員数の推移 （単位：人・％)

（ ％ ）

（ ％ ）

（ ％ ）

（ ％ ）

（ ％ ）

（ ％ ）

各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

(4)採用の状況(平成24年度）

　 18名採用（競争試験：18名） １名再任用（フルタイム）

(5)昇任の状況（平成24年度）

13名（参事：２名、主幹：４名、係長：４名、保育所長：３名）

　 ※（　）内は昇任後の階層等毎に分類したもの

(6)退職の状況（平成24年度）

35名退職（うち24名は新川地域消防組合へ移行、１名は再任用職員の任期満了）

2. 職員の給与の状況

(1)人件費の状況（普通会計決算）

1 普通会計とは、下水道事業・国民健康保険等を除く町事業全般を行うための会計をいいます。

2 人件費は、町長・議員等の特別職に支給される給料・報酬などを含みます。

(2)職員給与費の状況（普通会計決算) 〈参考〉

1 職員数は、平成24年4月1日現在の人数です。（「地方公務員給与実態調査」の普通会計関係の

職員数合計）

2 給与費は、「地方財政状況調査」による普通会計決算額（事業費支弁分を含む）ものです。

3 職員手当には、退職手当・児童手当は含みません。

(3)特記事項 （給与減額の状況）

（給料）行政職俸給表３級以上の職員　△1.8％ （手当）管理職手当　△10％

・H25.4.1ラスパイレス指数　101.6

・参考値 （国家公務員の時限的な(2年間)給与改定特例法による措置が無いとした場合の 値）

・H25.7.1ラスパイレス指数　99.8

△ 11.3

Ｂ／Ａ

Ｂ／Ａ

236

（参考）H23年
度の人件費率

人件費 人件費率

期末・勤勉手当

千円

減額実施期間国の要請等を踏まえた減額措置の取り組み

△ 1

の増減数(率)
24年

190

25

239

25

20

平成25年7月から平成26年3月まで

△ 0.5

△ 4

過去５年間
25年

189

2724

△ 25

△ 30

類似団体平均1人
当たり給与費

18.3

0.020 0

△ 30

△ 12.9

△ 100.0

千円

259

25 0

△ 12.2216

千円

Ｂ

％

234

職員数 給　与　費

住民基本台帳人口

266

（H25.3.31日現在）

26,620

253

職員手当 計 Ｂ

434,912 1,775,984

実質収支

総合計

(注）

19

普通会計計

公営企業等会計

263

20年 21年

189 184

25

23年22年

28

190

20

部門別

25

31

246

消　防

一般行政

教　育

年　度

24年度

歳出額

261

188

千円

30

244

10,491,083

千円

Ａ

26

242

19 19

（注）

人

5,495

93.9

千円

81,665

減額措置の内容

区分

（注）

区分

777,008

人

Ａ

238

給料

千円
24年度

千円

261,580 4,7071,120,253

千円

実施済

16.9

％

1人当たり給与費
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(4)ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

1

2

3

(5)職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成25年4月1日現在）

① 一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

円 ） 円 ）

歳 円 円 円

国家公務員欄における括弧書きは、給与改定特例法による措置後の値（減額後）である。

② 技能労務職

歳 人 円 円 円

うち学校給食員 歳 人 円 円 円

うち用務員 歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

円 ） 円 ）

歳 人 円 円 円

国家公務員欄における括弧書きは、給与改定特例法による措置後の値（減額後）である。（注）

入 善 町

平均年齢区　　分 平均給与月額

38.7

（ 272,119

26 257,845

7

250,257

343.3

入 善 町 46.6

47.8

14

3,272

うちその他技能労務職

富 山 県

49.9

16

52.1 256

国

類 似 団 体 42.2

区　　分
平均年齢

（注）

公　　務　　員

平均給料月額職員数

315,038 365,866

46.7

類 似 団 体 49.5

富 山 県

43.1

44.1

国

261,100

370,660

247,062

280,716 296,497

261,100

252,059

286,850

258,835

354,700 402,300

－

－

266,945

267,468

243,906

289,807

類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均
したものです。

「参考値」は、国家公務員の時限的な(2年間)給与改定特例法による措置が無いとした場合の
値です。

（注）

284,823

（ 307,220

344,300

－

－332,446

315,980

418,900 368,283

299,604

ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す
指数です。

平均給料月額

252,642

325,400

262,668

平均給与月額
（国ベース）

平均給与月額
（国ベース）

405,463

平均給与月額(A)

（ 376,257

340,819

（ 309,539

(H20)

94.3 

(H20)

94.2 

(H20)

94.2 

(H25.4.1)

101.6 

(H25.4.1)

104.0 (H25.4.1)

103.2 

(H25.4)

※参考値

93.9

(H25.4)

※参考値

96.1
(H25.4)

※参考値

95.4

(H25.7.1)

99.8

(H25.7.1)

101.7
(H25.7.1)

101.4

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

入善町 類似団体平均 全国町村平均

(H20)

(H25.4.1)

(H25.4) ※参考

値
(H25.7.1)
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歳 円 うち学校給食員 円 円

歳 円 うち用務員 円 円

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。

（平成22年～24年の3ヶ年平均）

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において

完全に一致しているものではありません。

※ 年収ベースの「公務員（C)」及び「民間（D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、

公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の

額を加えた試算値です。

(6)職員の初任給の状況（平成25年4月1日現在)

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

国家公務員欄における括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）である。

(7)職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成25年4月1日現在)

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

技能労務職
129,200

一般行政職
大学卒

高校卒

高校卒

用務員

民　　間

42.8

－ －

技能労務職
178,600中学卒

－

中学卒

137,200

202,700

区　　分

53.7

140,100

172,200

A／B

－

1.08

1.32

富山県

144,500

247,200

参考

調理士

対応する民間
の類似職種

平均年齢

258,575

区　　分

公務員（C)

－

133,418

－

平均給与
月額（B)

入善町

－

163,987

2,809,400

入 善 町

178,800 （Ⅱ種）

国

(172,200)

（Ⅲ種）

4,045,708

参　　考

年収ベース（試算値）の比較

C／D民間（D)

4,267,116

－

1.44

1.29

－

3,304,100

－

15年以上

129,200

137,200

－

(140,100)

25年未満

20年以上

20年未満

～～

－

10年以上

　　区　分

高校卒

一般行政職
高校卒

15年未満

～

－

　　　　　　経験年数

大学卒

（注）

201,433

319,223

312,200

352,290

－

－
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(8)一般行政職の級別職員数等の状況

① 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成25年4月1日現在）

１級 主事　技師　主事補 人 円 円

２級 主事　技師　 人 円 円

３級 係長　主査　主任 人 円 円

４級 課長代理　係長　主査 人 円 円

５級 課長　班長　主幹 人 円 円

６級 参事　課長 人 円 円

人

1 入善町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

2 「標準的な職務内容」とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

② 昇給への勤務成績の反映状況

1.勤務成績の評定の実施状況

　地方公務員法第40条に基づき、毎年4月1日及び10月1日を評定基準日として全職員に対して

勤務成績の評定を実施。

2.昇給への勤務成績の反映状況

　業績、態度及び能力を総合的に5段階（A～E）の絶対評価を実施し、その評価結果に基づき

昇給区分（0～8号級）を決定。

　平成25年1月1日の昇給において、昇給対象職員239名中の分布の状況は、上位区分（4～8号給）

に決定された者が12.5％、標準区分（2～4号給）に決定された者が81.2％、下位区分（0～2号給）

に決定された者が6.3％であった。

※「○～○号給」となっているのは、55歳以上の職員は昇給号数が2分の1に抑制されているためである。

222,900 354,700

135,600

261,900 388,300

― ―

289,200 400,600

320,600

職員数 構成比

243,700

185,800 307,800

1号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

18

18

26

34

区分 標準的な職務内容

8

平成18年に8級制から6級制に変更しています。（旧給料表の1級及び2級並びに4級及び5級をそ
れぞれ統合)

計

（注）

（注）

100.0%

422,6008

16.1%

30.4%

7.1%

23.2%

7.1%

16.1%

112

1級, 23.2% 1級, 26.1%
1級, 16.4%

2級, 16.1% 2級, 14.4%

2級, 14.5%

3級, 30.4%
3級, 38.8%

3級, 36.4%

4級, 16.1%
4級, 5.4%

4級, 20.0%

5級, 7.1% 5級, 9.9% 5級, 7.3%
6級, 7.1% 6級, 5.4% 6級, 5.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成25年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比
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(9)職員の手当の状況

①期末手当・勤勉手当

 1人当たり平均支給額  1人当たり平均支給額

（H24年度） 千円 （H24年度） 千円

（H24年度支給割合） （H24年度支給割合） （H24年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・ 役職加算　 5% ～ ・ 役職加算　 5% ～ ・ 役職加算　 5% ～

・ 管理職加算　 なし ・ 管理職加算　 ～ ・ 管理職加算　 ～

（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

〈参考〉勤勉手当への勤務実績の反映の状況

1.勤務成績の評定の実施状況

　地方公務員法第40条に基づき、毎年4月1日及び10月1日を評定基準日として全職員に対して

勤務成績の評定を実施。

2.勤勉手当への勤務実績の反映状況

　業績、態度及び能力を総合的に5段階（A～E）の絶対評価を実施し、その評価結果に基づき

成績率を決定。

　平成24年12月の勤勉手当において、支給対象職員234名中の分布状況は、上位区分（73/100～

80/100）に決定された者が8.5％、標準区分（66.0/100～67.5/100）に決定された者が85.9％、

下位区分（53/100～60/100未満）に決定された者が5.6％であった。

②退職手当(平成25年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置　定年前早期退職特例措置 その他の加算措置　定年前早期退職特例措置

（2%～20%加算） （2%～20%加算）

千円 千円

退職手当の一人当り平均支給額は、平成24年度に退職した職員に支給された平均額です。

③地域手当 制度無

④特殊勤務手当 制度無 （※平成17年4月1日から特殊勤務手当廃止）

（注）

28.7875

46.55

55.86

1.35

入　善　町

2.60

32.83

1.35

55.86

38.955

55.86

23.03

38.955

28.7875

55.86

8,006
1人当たり平均
支給額

入　善　町

(0.65)

15%

職制上の段階、職務の級等によ
る加算措置

32.83

23.03

1,112

55.86

（注）

46.55

2.60

(1.45)

20%

国

20%

25%25%15% 10%

1.35

(1.45)

富  山  県

55.86

24,370

職制上の段階、職務の級等によ
る加算措置

職制上の段階、職務の級等によ
る加算措置

(1.45)

2.60

(0.65)

国

(0.65)

1,622
－
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⑤時間外勤務手当

支給実績（24年度決算） 千円

職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 千円

支給実績（23年度決算） 千円

職員１人当たり平均支給年額（23年度決算） 千円

時間外勤務手当には、休日勤務手当・夜間勤務手当を含みます。

⑥その他の手当

1 配偶者 13,000円

2 扶養親族1人につき 6,500円

3

1 借家等

① 家賃23,000円以下の場合

家賃－12,000円

② 家賃23,000円を超える場合

(家賃－23,000円）×1/2＋11,000円

（最高限度額27,000円）

1 交通機関等利用職員

55,000円

2 自動車等使用職員 国は2,000円～

3,000円 ～ 31,500円 　(2㎞以上～5㎞未満）

（2㎞以上～4㎞未満）（60㎞以上） 　24,500円(60㎞以上)

6級 58,200円 ～ 5級 35,700円

一回の勤務につき 4,200円

国は

・6時間以下の場合

12,000～6,000円

・6時間以下の場合　6,000円～4,000円 ・6時間を超える場合

・6時間を超える場合9,000円～6,000円 18,000～9,000円

4,200円

183

同じ

3,968千円

517千円

宿日直勤務を命ぜられた職員が勤務した
場合に支給

 管理職
    手当

異なる

管理職手当支給対象職員が、臨時又は緊
急の必要等により週休日等に勤務した場
合に支給 7,000円21千円

540,301円

（H24年度決算）

283,429円

支給職員
１人当たり

平均支給年額

国の制度と
異なる内容

（配偶者がない場合はそのうち
　1人について11,000円）

52,320円

支給実績

12,427千円

10,255千円

満16歳年度初めから満22歳年度末
までの間にある子
  1人につき5,000円を加算

 通勤手当

1月当たりの運賃等相当限度額

管理又は監督の地位ある職員の職務の級
及び役職の区分別に定額が支給

154

47,283

168,625円11,467千円同じ

職務の級が異なる

異なる

同じ

異なる

同じ

国の制
度との
異同

38,938

 宿日直
    手当

内容及び支給単価手当名

（注）

 扶養手当

 管理職員
  特別勤務
      手当

 住居手当
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(10)特別職の報酬等の状況(平成25年4月1日現在）

〈参考〉類似団体における最高／最低額

町　長 円 円 ／ 円

副町長 円 円 ／ 円

議　長 円 円 ／ 円

副議長 円 円 ／ 円

議　員 円 円 ／ 円

町　長

副町長

議　長

副議長 (平成24年度支給割合） 月分

議　員

(算定方式) (1期の手当額) (支給時期)

町　長 給与月額×在職月数/12月×500/100 1,644万円 任期毎

副町長 給与月額×在職月数/12月×280/100 754万円 任期毎

3. 職員の勤務時間その他勤務条件の状況

(1)勤務時間の状況

～

～

※

(2)休暇、休業制度の状況

20日（1年あたり） 平均　 5.9日

4日以内（〃） 平均　 3.9日

5日以内（〃） 取得者 0人

子1人の場合5日、子2人以上の場合10日（〃） 取得者 0人

要介護者が1人の場合5日、2人以上の場合10日（〃） 取得者 0人

90日以内 取得者 27人

（ 5日以上連続取得者 20人）

6月以内 取得者 0人

子が3歳に達する日までの期間 取得者 9人

（ H24年の新たな取得者 8人）

退
職
手
当

（注）

介護休暇

病気休暇

　職員の休暇、休業制度については、町職員の勤務時間、休暇等に関する条例、規則や育児休業等に関す
る条例、規則等に基づいて定められており、主な休暇、休業制度の状況は次のとおりです。

育児休業

673,000 716,000

514,000

区　　分

362,000

822,000

給 　　料 　　月　　 額 　　等

449,000

871,000給
料

夏季休暇

12:00

420,000 288,000

17:15

月分

2.95

区　分

公務の運営上の事情により、特別な形態によって勤務する必要がある職員（保育所、各種施設）は、
上記以外の勤務時間の割振りによります。

13:00

期
末
手
当

休　憩　時　間

休暇（休業）期間等

2.95

報
酬

勤　務　時　間

退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給与月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月)勤め
た場合における退職手当の見込額です。

年次休暇

子の看護休暇

314,000

(平成24年度支給割合）

294,000

ボランティア休暇
特
別
休
暇

介護休暇

200,000

平成24年の取得状況

343,000

303,000 180,000

8:30
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4. 職員の分限及び懲戒処分の状況

(1)分限処分の状況

平成24年度の分限処分の状況は、次のとおりです。

人 人 人 人 人

※

(2)懲戒処分の状況

平成24年度の懲戒処分の状況は、次のとおりです。

人 人 人 人 人

※

5. 職員の服務の状況

(1) 職務専念義務免除の状況

平成24年度の職務専念義務免除の状況は、次の表のとおりです。

  研修を受ける場合 件

  定期健康診断等、厚生に関する計画の実施に参加する場合 件

  当該地方公共団体の特別職、消防団員等としての職を兼ね、その職に属する事務を行う場合 件

  任命権者が特に認める場合（職員永年勤続表彰出席、運転免許教習、職員団体交渉等） 件

件

※

4

免　職停　職

分限処分とは、公務の能率の維持及びその適正な運営の確保の目的から、職員がその職質を
十分に果たすことができない場合に行われる職員の意に反する不利益な身分上の変動をもた
らす処分のことをいいます。

－ －

戒　告

30

1

平成24年度の承認件数免 除 の 事 由

－1

懲戒処分とは、公務における規律と秩序を維持する目的から、職務上の義務違反など、公務
員としてふさわしくない非行がある場合に行われる処分のことをいいます。

－

－

合　　計 41

－

降　任

4

合　計

6

合　計

降　級休　職免　職

減　給

－

町職員は、法律又は条例に特別の定めがある場合を除き、その勤務時間中において職務に専念する義務が
ありますが（地方公務員法第35条）、合理的な理由がある場合は、限定的にその免除が認められています。

5
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6. 職員の研修及び勤務成績の評定の状況

(1) 職員の研修の状況（平成24年度）

職員の研修の状況については、次のとおりです。

①階層別研修（8講座） 受講者　34人 企画力・プレゼンテーション研修 1

新任職員研修［前期・後期］ 15 クレーム対応研修 1

吏員基礎研修（5年経過) 4 ハードクレーム対応研修 1

吏員継続研修（11年経過） 3 公会計制度研修（初級） 3

新任係長研修 5 公会計制度研修（上級） 2

現任係長研修 2 パソコン研修 2

新任主幹研修 3 ③派遣専門研修（1講座） 受講者　1人

新任所属長研修 - 市町村中堅幹部養成研修 1

現任課長研修 2 ④特別研修（8講座） 受講者　105人

②専門研修（15講座） 受講者　21人 新任職員実地研修 15

創造性開発研修 2 議会傍聴研修 17

住民満足度（ＣＳ）向上研修 1 人事評価者研修 30

プレゼンテーション研修 1 防火管理者研修 4

タイムマネジメント研修 2 防災無線研修 1

政策形成能力開発研修 1 富山県防災士養成研修 1

交渉力向上研修 1 法制執務研修 30

住民協働研修 1 通信教育講座 7

政策法務研修 1

ロジカルシンキング研修 1

(2)勤務成績の評定の状況

職員の勤務成績の評定の状況は、次のとおりです。

ア　評定方法

イ 評定時期

　原則として、当該職員の直属の上司が評定者となり、その職員の知識・技能、理解力、創意工夫
力、表現・応対力等の能力評定、服務規律、責任制、積極性、協調性、コスト意識の態度評定、仕
事の質・量の業務評定について項目毎に評価を行った上で、Ａ～Ｅの５段階評定で総合評価を行い
ます。

　評定は４月１日から９月３０日まで、及び１０月１日から翌年３月３１日までの期間を対象に、

年２回実施します。
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7. 職員の福祉及び利益の保護の状況

(1)健康管理事業

・定期健康診断 全職員 人

・人間ドック 40歳、50歳節目年齢の職員 人

・一般健康相談 希望職員

・健康管理講演会 係長・主査級の職員及び未受講者 人

（メンタルヘルスについて）

平成24年度決算額 1,795千円

(2)福利事業

職員サークル活動助成（3サークル） 平成24年度決算額 68千円

(3)共済制度の状況

社会保険制度の一環として富山県市町村職員共済組合に加入

当該共済組合により短期給付(医療保険)、長期給付(年金)、ほか福祉事業が行われています。

45

随時

5

実施状況

219

対　象　者　等主　な　項　目
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